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1.国内外の地域経済のトランジションの事例
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 今後、カーボンニュートラル、サーキュラーエコノミー等によって、経済・産業構造が大き
く変容し、それに伴って、地域経済も移行（トランジション）が必要になる。

 地域経済の移行（トランジション）は脱炭素社会の下で、新たな産業を創出するこ
とであるが、以前から、国内外において、産業構造の転換とともに、地域経済の移行
が行われてきた。

 ここでは、過去の国内外の地域経済の移行事例とEUの公正な移行について示す。
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問題意識:脱炭素化による地域経済への影響
地域経済がエネルギー多消費産業に依存している地域では、脱炭素化に伴う事業所閉鎖によって、大きな

ダメージを受ける可能性。

また、いわゆる就職氷河期世代（40代）は、団塊ジュニア世代を含むため人数が多い上に、「雇用の調整
弁」とされている非正規雇用の割合が高く、新たな職を得ることが難しくなる可能性。

そのため、「公正な移行」のための職業訓練等の人的資本投資が特に必要となる可能性がある。
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閉鎖・撤退産業の地域のGDPに占める割合（想定されるダメージ）

年齢階層別の正規・非正規の雇用者数

（出所:地域経済循環分析用データより作成）

（出所:総務省統計局「労働力調査」（2022年）より作成）

注:既に閉鎖を発表している主な事業所について記載
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過去の国内の移行事例
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国内移行事例①:３つのパターン

パターン１:大規模工場の撤退後、当該企業の事業転換により地域の産業構造が変化

パターン２:大規模工場の撤退後、企業・工場跡地に新たな企業が立地し、地域の産業構造が変化

国内では大規模産業の衰退や主要工場が撤退した地域では、撤退企業と自治体を中心に、地域経済再
生が行われてきた。→移行後の産業と企業の関係は大きく以下の３つに分類される。

6
行政の関与が高い

行政の関与が低い

パターン３:大規模工場の撤退後、新たに造成された産業振興エリアに企業が誘致され、地域の産業構造が変化



国内移行事例②:基本的に製造業から製造業への転換

対象産業 対象地域

①石炭

 エネルギー革命や海外炭の輸入増加等により、1950年代以降衰退

 政府は閉山交付金の交付等による炭鉱閉山の促進や、炭鉱離職者
の支援等を実施（2002年まで継続）

②鉄鋼（高炉）
 高炉稼働率は1976年以後70%未満に低下、過剰設備が発生

 政府は1987年の産業構造転換円滑化臨時措置法（円滑化法）
の下で、企業および立地地域を支援

③化学（エチレン）

 1980年代初頭頃に国内需要と輸出が減少し、過剰設備が発生

 政府は1983年の特定産業構造改善臨時措置法（産構法）の下
で、生産能力縮小促進を支援

④アルミニウム精錬
 1970年代以降、オイルショック、円高により競争力低下

 政府は1978年の特定不況産業安定臨時措置法での下で、過剰
設備の処理促進を支援

⑤加工組立（自動車）
 日産は構造改革の一環として2000年代に国内の大規模工場を閉鎖

 政府は地域雇用開発等促進法の下で、立地地域を支援

No 地域 移行の概要

パターン１:既存企業の事業転換

1 福島県いわき市 石炭 ⇒ 観光、機械

2 山口県宇部市 石炭 ⇒ 化学（高付加価値化）、電機

3 北海道室蘭市 鉄鋼 ⇒ 特殊鋼・鋼材加工、機械

4 福岡県北九州市 鉄鋼 ⇒ 鉄鋼（高付加価値化）、環境・ハイテク・自動車

5 三重県四日市市 エチレン ⇒ 化学（高付加価値化）、電機

6 愛媛県新居浜市 エチレン、アルミニウム精錬 ⇒ 化学（高付加価値化）、ハイテク

7 新潟県上越市 アルミニウム精錬 ⇒ アルミ加工、ハイテク

パターン２:企業・工場跡地への新たな企業の立地

8 東京都武蔵村山市 加工組立（自動車） ⇒ サービス（商業等）

9 京都府宇治市 加工組立（自動車） ⇒ ハイテク

パターン３:新たに造成された産業振興エリアに企業誘致

10 福岡県大牟田市 石炭、化学 ⇒ 化学（高付加価値化）、環境・リサイクル

11 福岡県宮若市 石炭 ⇒ 自動車、機械

12 岩手県釜石市 鉄鋼 ⇒ 一般機械
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これまでの欧米の地域経済移行の事例

8



これまでの欧米の地域経済移行の事例

国 都市 人口 産業以降 移行取組み
開始時期 産業移行の概要

イギリス リバプール 47万人 海運、造船
⇒ 観光、洋上風力 1980年代前半～

 リバプール市が都市再生会社Liverpool Visionおよび公益団体Liverpool Culture Companyを設立

 地域の文化資源を活用した戦略的な都市再生により、観光都市として活性化

 地域資源（物流拠点、製造設備、技術者）を生かして洋上風力関連産業の集積を促進

イギリス ブリストル 43万人 海運、造船、金属、機械
⇒都市型サービス、脱炭素化 1980年代後半～

 ブリストル市が港湾機構をアイデンティティとして活用し、これが都市型産業（金融、保険等）の重要なインフラ

 港湾地区の再生の一環として、ブリストル市とイギリス映画協会等の共同出資により、イギリス初のメディアセンターで
ある「Watershed」（ウォーターシェッド）が設立。

 交通やエネルギー分野において環境技術への多大な投資を計画的に実施し、脱炭素化を推進

イギリス
ヨークシャー・
アンド・ザ・ハン

バー
550万人 素材、漁業、造船

⇒洋上風力 2010年～

 北海の洋上風力拠点への近接性を強みに、洋上風力関連企業を官民一体で誘致

 ビジネス支援・人材育成・技術開発を産学連携で推進し地域クラスターの競争力向上

 経済特区（Enteprize Zone）の整備による企業誘致。その結果、シーメンス、エーオン（独エネ会社）等の洋上
風力関連の大企業が立地。

ドイツ ブレーマー
ハーフェン 11万人 海運、造船、水産加工

⇒洋上風力 2001年～

 1980年代以降、駐留米軍の撤退、造船業の衰退により経済低迷、失業率悪化

 比較優位な地域資源（港湾、海運企業、機械企業の集積）を活用して洋上風力企業を誘致

 大学・研究所の整備やネットワーク機関の設立により、産学連携・企業間連携を促進、競争力強化

ドイツ
ノルトライン＝
ヴェストファー

レン州

1,790
万人

石炭、鉄鋼、重工業
⇒環境、ハイテク 1970年代～

 石炭、鉄鋼等の縮小事業に対して、政府による金融支援や税金免除が行われた（1970年から45年で17兆円）

 行政主導で工場跡地の総合的な再生事業（環境の改善、歴史的遺産の活用、産業パーク構想等）を実施）

 将来のポテンシャルが高い分野を選定し、戦略的に新技術の研究開発・市場導入を促進

 2010年代以降、気候保護法・気候保護計画や環境経済戦略を策定し、環境産業への投資を推進

アメリア ピッツバーグ 30万人 鉄鋼
⇒医療、IT、ロボティクス 1977年～

 都市の魅力を向上する再開発により、市中心部での路面電車の撤去、それに代わる小規模な地下鉄の建設、新たな
超高層ビルの建設、市内の製鉄工場跡地再利用を促進。

 官民パートナーシップに基づく地域再生戦略の策定（新たな産業分野の発展に注力）。医療産業振興がピッツバーグ
大学医療センター（UPMC）を核に進められた。

 ハイテク産業振興は、コンピューターサイエンスやロボティクスなどの分野で世界の研究をリードするCMUと、生物医学・
健康科学などの分野で定評のあるピッツバーグ大学を核として進められた

スペイン アストゥリアス
州 102万人 石炭、鉄鋼、重工業

⇒再生可能エネルギー、観光 2006年～

 石炭産業の縮小に際し、国主導で産業・雇用・地域・技術支援策を施すことで地域経済への悪影響を緩和

 再生可能エネルギー、競争力向上のためのイノベーション促進支援事業を産官学で戦略的に推進

 炭鉱跡地を活用した観光振興を展開
9

製造業→サービス業のように経済・産業構造が大きく変化



地域経済移行（トランジション）のための要素
① 地域におけるマーケティング機能の強化
 地域の強みのある資源を活かして市場のニーズに合った製品・サービスの開発・

販売をマネジメントするマーケティング機能（「地域の総合商社的機能」）の強
化が重要

 国としては、地域企業や商工会議所が当該機能を担えるよう支援する必要

② 地域における技術開発機能（大学、研究機関等）の強化

③ 新産業への労働力移動を促進する教育訓練

海外の例:ドイツにおける地域企業の競争力強化体制

連邦政府

地方政府
（州・市）

フラウンホーファー研究所

経済振興公社

地域企業 大学

資金

マーケティング・
研究開発機能 資金 連携

クラスター政策
等による支援

海外販路開拓支援

クラスター
形成支援

（出所:各種資料より作成）

 新産業育成には、必要な基礎・応用技術の研究開発機能を地域に整備し、大学・研
究機関を核に産業クラスターを育成することが効果的

 国としては、大学・研究機関等の各地域への立地や地域企業との連携を支援する必要

④ 脱炭素移行（トランジション）への資金供給の促進

海外の例:イギリスのカタパルト（研究センター）を核としたクラスター育成

（出所:Department for Business, Energy & Industrial Strategy “Industrial Strategy Offshore Wind 
Sector Deal”）

 新産業育成に向けては、当該産業を担う人材を育成し、企業横断的な労働力の
移動を促進する環境を整備する必要

 国としては、新産業に必要な職業資格の体系や訓練プログラムを整備

海外の例:ドイツの職業訓練の構造

（出所:労働政策研究・研修機構
（2017）「諸外国における教育訓練
制度 ーアメリカ、イギリス、ドイツ、フラン
スー」）

 脱炭素化に向けては、温室効果ガス排出産業部門が脱炭素化を進めていく移
行の取組への資金供給を促進することが必要

 国としては、移行プロジェクトに資金を充てる目的で発行する債券である「トランジ
ションボンド」に関するルールの整備をする必要

海外の例:トランジションボンドの発行事例

# 発行体 金額 資金使途

1
キャッスル・ピーク・パワー・
ファイナンス（香港の電力
子会社）

5億ドル
(約550億円)

石炭火力発電所から転換する
ためのガス火力発電所の建設

2
スナム（伊の天然ガス輸
送大手）

5億ユーロ
(約600億円)

バイオメタン事業、省エネ化等

3
カデント（英の大手ガス会
社）

5億ユーロ
(約600億円)

ガス送配電網の整備、再エネ、
クリーン輸送、省エネビル
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EUにおける「公正な移行」
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EUにおける「公正な移行」:公正な移行基金①

 欧州委員会は、2019年12月に、EUとして2050年までに気候中立（温室効果ガス排出実質ゼロ）を目指す「欧州グリーン・ディール」を発表。
 2020年1月に「欧州グリーン・ディール投資計画」において「公正な移行メカニズム」を提案し、その下で「公正な移行基金（JTF:Just Transition 

Fund）」を設置。
 同基金は、気候中立により最も影響を受ける労働者とコミュニティへの社会的影響軽減を目指す。
 基金の規模は175億ユーロ（約2.3兆円）。民間投資の動員も含めると全体で300億ユーロ（約3.9兆円）近くの投資拡大を見込む。

EU「公正な移行基金」制度

制度の特徴

(2) 十分な計画期間の設定

(1) 圏域レベルでの計画策定

(4) 支援対象は新産業の育成、雇用の流動性確保等

補助金配分の公平性を担保するため、移行の影響評価（雇用、GDP等）、目標および進
捗管理には共通の指標を設定し、定量評価を導入。

定量的に設定した目標の達成度が65％以下の場合は補助金を減額する可能性がある。

(3) 移行の影響評価、目標および進捗管理に定量評価を導入

公正な移行基金の利用を希望する国は、気候中立移行に伴うダメージが大きい地域と産業を
特定し、圏域計画を策定し、欧州委員会が審査、補助金配分を決定。

地域の行政が関係者と連携し、圏域レベルでの移行による課題の分析、課題解決に必要な施
策・事業の検討を行う

圏域計画の目標は、国の中⾧期の脱炭素目標や石炭火力閉鎖期限等から逆算して設定す
ることで、国の目標との整合がとれた体系的な移行計画を策定する。

また、2030年、2050年を目標とした⾧期的な計画により、地域の既存産業の縮小・撤退ま
で十分な準備期間を確保することで、計画的かつ円滑に移行を進めることが可能となってい
る。

公正な移行基金の支援対象

支援対象となる事業は、「①新たな産業創出のための投資」「②グリーン化への投資」「③労
働者への支援等」の大きく3つ（右表）

①新たな産
業創出の
ための投
資

• 中小企業支援
• 起業等の新企業の育成支援
• 研究開発・イノベーション（大学・公的な研究機関を含む）
• デジタル技術の展開
• ブラウンフィールド等の除染、土地の回復

②グリーン化
への投資

• クリーンエネルギー技術の導入
• 再生可能エネルギー、エネルギー効率の向上
• スマートでサステナブルなローカルモビリティ
• 地域熱ネットワーク
• 循環経済
• EU-ETS指令Annex Iに記載されている活動のGHG排出削減
※地域計画に含まれていること等が条件

③労働者へ
の支援等

• 労働者・求職者の職業訓練
• 求職者への職業支援
• 求職者の包摂
• 技術支援
• 教育や社会的な包摂に関わる他の活動

なお、公正な移行基金で支援をしないものとして以下の4つを明記（第9条）

・原子力発電所の新設または廃炉

・タバコ及び関連製品の製造・加工・販売

・困難な状況にある事業者（Undertaking in difficulty、委員会規則651/2014第2条18項）

・化石燃料の生産・加工・輸送・貯留・燃料等
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EUにおける「公正な移行」:公正な移行基金②

公正な移行基金の利用を希望する国は、気候中立移行に伴うダメージが大きい地域と産業を特定し、圏域単位で計画（TJTP: Territorial 
Just Transition Plan）を策定し、欧州委員会に提出する。

圏域計画について

（１）対象地域の考え方

 移行による社会的・経済的な影響（特に化石燃料産業の労働者
の適応や雇用の喪失、高GHG排出の工業施設の転換）によって
最も悪影響を受ける地域が対象である。

 なお、対象とする地域の単位は、地域統計分類単位（NUTS）レ
ベル3相当（人口15万人～80万人の行政区分）とされている。

（２）指標による評価

 圏域計画では、成果を測るための一定の指標を設定することとされて
おり、達成度が65%以下の場合は減額（financial 
correction）されることとなる。

 評価指標としては、各圏域で共通の指標が定義されている。ただし、
圏域計画を正当化すれば、個別の指標の設定も可能とされている。

公正な移行基金の対象として推奨されている圏域

出所:European Commission“The Just Transition Fund and 
territorial just transition plans”

（３）対象圏域

 公正な移行基金の対象圏域について、欧州委員会は2020年に予備的
な分析を行い、EU27カ国から99圏域を推奨圏域として抽出している。

 推奨圏域は右図のとおりであり、東欧に多い。

13



2.マクロ経済と地域経済の関係の変化について

14

 我が国の経済成⾧と地域経済の関係が変化してきており、ここでは、リーマンショック
前と震災後の我が国経済と地域経済の状況を比較する

 特に、震災後は、地域の設備投資、地域の経済成⾧が「分散化」し、地域金融機
関の活躍も目立つ。

 今後は、エネルギー資源の分布が大きく変容し、地域でビジネスチャンスが発生する。



我が国の経済の動向
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より作成

出所:一般財団法人日本経済研究所 平成30年度第8回東京講演会 白川方明
氏資料「日本経済の真の課題を考える」（2018年11月6日）より作成

リーマンショック前

震災後はワークシェアで雇用確保

震災後
リーマンショック前 震災後

リーマンショック前 震災後

震災後リーマンショック前

ミスマッチ

リーマン前は高い労働生産性



地域別のGDP成⾧率:分布が大きく異なる
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小泉構造改革期には、東海、関東で大きくプ
ラス成⾧だが、北海道でマイナス成⾧

ローカルアベノミクスは各地域でプラス成⾧、かつ、地域差が小さい

出所:内閣府「県民経済計算」より作成

震災後（2013～2016年）は全ての地域でプラス成⾧、かつ地域
差は小さい→「成⾧の分散化」

リーマンショック前（2002～2007年）は東
海、関東、中国地方で大きく成⾧、一方、北海
道ではマイナス成⾧



地方別の実質GDP項目別寄与度の比較
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リーマンショック前

震災後

 移輸出、民間最終消費が
GDP成⾧を牽引

 公共投資の縮減により政
府支出は寄与度はマイナス

 全ての地域で民間設備投
資がGDP成⾧を牽引

 東北、南関東、四国、九州
では政府支出も牽引

 南関東、東海、北陸では民
間最終消費も牽引

 移輸出では多くの地域で寄
与度がマイナス

出所:内閣府 政策統括官「地域の経済2019」

震災後（2012～2016年）

リーマンショック前（2001～2007年）
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都市銀行
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地方公共団体等 大・中堅企業 中小企業 個人 全体

地方銀行

アベノミクス期に地方銀行は
中小企業への貸出を増加

小泉構造改革期には、地方銀行でも
大企業・中堅企業への貸出が多い

出所:日本銀行「預金・現金・貸出金」より作成

 地方銀行の貸出金推移では、2000年代は大企業・中堅企業への貸出が中心

 しかしながら、2016年以降、中小企業を中心とした貸出が中心となっている。

リーマンショック前は地方銀行
でも大企業・中堅企業への貸
し出しが多い

震災後は地方銀行は中小企
業への貸し出しが増加



地域経済の成⾧の可能性
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脱炭素経済へのトランジションを図る有効な方法は、再エネを起爆剤とした地域経済の再生
現状の電力需要量の約6.4倍の再エネポテンシャルが地方部に分散
脱炭素化で最大限の再エネが求められる中、ポテンシャルの事業化が地域の導入が大きなビジネ

スチャンスに

再エネは地域経済の大きな ビジネスチャンス（ゲームチェンジ）

市町村別再生可能エネルギー導入ポテンシャル

地方部でビジネスチャンス

再生可能エネルギーのエネルギー源
は、太陽光、風力、地熱など、その
土地に帰属する地域条件や自然
資源であるため、その導入ポテンシャ
ルは都市部より地方部が高い

従来の規格大量生産・大量消費から自立分散型経済に
ゲームチェンジの可能性

付加価値額（市町村別）の分布

これまでは太平洋ベルト地帯に産業が
集積している

化石燃料の輸入を前提とした経済構造



3.地域の生活満足度について

20

 我が国の経済成⾧と地域経済の関係が変化し、エネルギーの分布も大きく変容し
ていく中で、現在の地域でのWell-beingはどのようになっているか（全国で5
万人へのアンケート調査）

 結果としては、地方、特に、人口規模の小さい地域の満足度が大都市圏と比較
して低い。さらに、人口規模の小さい地域における若者の満足度がかなり低く、
地域経済の成⾧を阻害する可能性

 また、移住者が大都市と地方の格差を拡大させる可能性。一方で、地方への積
極的な移住者は満足度が上昇する場合もある。



アンケートの概略

21

サンプル数の考え方

アンケートの質問項目

 満足度の分析は、「地域（10分類）」と「年齢階層（6分類）」の組み合わせにより、60分類で実施。

 統計的に十分な精度（信頼度95%、許容誤差5%）を確保するためには、各分類につき約385サンプル必要と想
定し、各地域類型につき概ね5,000サンプルを確保する（合計で5万サンプル）。

 地域分類は全国約1,700市町村を三大都市圏、地方圏に分類し、その中でも人口規模等で全体を10分割とし、ラ
イフスタイルについても質問している。

 回答者の属性（性別、年齢階層、居住地等）は国勢調査等に整合。

①ライフスタイル

 満足度に影響を与えると考えられる個人のライフスタイル、属性
について質問する。

 各ライフスタイル及び属性別で1分類当たり850サンプルを確保

②満足度

③ニーズ

 現状の生活の満足度を高めるために重要な項目・要素について一対比較方式で質問する。

 国民のニーズについてAHP法による分析する。

 現状の生活の満足度やこれまでの人生の満足度について質問する。

 分析で使用するのは「生活満足度」である

 個人属性（年齢、性別、年収、家族構成等）
 日常生活上の行動・習慣（健康状態、生活習慣等）
 最近の経験（コロナ、豪雨等の災害による影響等）
 意識・価値観（利他的意識、他人の生活水準への関心度等）

 生活満足度:現状の生活に満足か（フロー）
 主観的幸福度:現在幸福か（フロー）
 人生満足度:これまでの人生に満足か（ストック）
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地方圏の人口規模が小さい地域にお
いて若年層の満足度がより低い→深刻

 多くの地域では、満足度と年齢はU字型の関係であり、
40代、50代の満足度が低い。

 地方圏（点線）の満足度が大都市圏の満足度よりも
基本的には低い状況

地方圏の人口規模が小
さい地域では、どの年代
でも満足度が低い
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これからの世の中に悲観的
な人は満足度が低い

健康な人ほど満足度が高い

喫煙者の満足度が低い

3.58 3.61 3.31 3.24 3.42 
3.24 

1

2

3

4

公務員 経営者
・役員

会社員 自営業・
自由業

専業主婦
・パート等

その他

公務員、経営者・役員
の満足度が高い

注:グラフの縦軸は生活満足度。生活満足度は、「あなたは、全体として、現在の生活についてどの程度満足していますか」の問に対し5段階評価で回答した結果を点数化したものであり、最小で1、最大で5の値をとる

介護の有無

世帯年収 個人年収

睡眠時間別 飲酒の有無 ギャンブルの有無 利他意識 他者への関心

自分の将来の見通し 時間割引率 危険回避度 地域への愛着

健康
である

やや健康
である

あまり健康
ではない

健康
ではない

中学校 高校 専門・
高専修

短大・
高専

四年生
大學

大学院

3.03
3.23 3.40 3.54 3.62 3.67 3.76

1

2

3

4

200万

未満

200～

400万

400～

600万

600～

800万

800～

1000万

1000～

1200万

1200万

以上

3.35 3.31 3.45 3.57 3.62 3.73 3.80

1

2

3

4

200万

未満

200～

400万

400～

600万

600～

800万

800～

1000万

1000～

1200万

1200万

以上

3.08 3.34 3.47 3.54 3.35

1

2

3

4

５時間

未満

5～6時間6～7時間7～8時間 8時間

以上

3.44 3.36

1

2

3

4

毎日飲酒している それ以外

3.1

4

3.3

9

1

2

3

4

ギャンブルに

はまっている

それ以外 利他意識高 低

3.35 3.43 3.44
3.16

1

2

3

4

他者への関心高 低

4.01 3.76
3.20

2.27

1

2

3

4

5

明るい将来 どちらかというと

明るい将来

どちらかというと

暗い将来

暗い将来

3.38 3.43 3.38 3.32
3.03

1

2

3

4

危険回避度高 低

3.60

2.96

1

2

3

4

愛着がある 愛着がない

介護している人の
満足度が低い

世帯年収が高い人ほど満足度が高い 個人年収が高い人ほど満足度が高い

睡眠時間が短い人の
満足度が低い

毎日飲酒しない人
の満足度が低い

ギャンブルする人
の満足度が低い

利他意識が高い人
の満足度が高い

他者への関心度が低い
人の満足度が低い

自分の将来に悲観的
な人は満足度が低い

時間割引率が高い
(せっかちな)人は満足度が低い

危険回避度が低い人
は満足度が低い

地域に愛着がない人
は満足度が低い



-0.6%

-0.3%

-0.1%

-1.9%

0.7%

7.8%

4.9%

4.9%

1.6%

1.7%

-0.9%

0.1%

-0.6%

1.9%

1.0%

1.9%

2.7%

2.0%

4.2%

-1.8%

-4.0% -2.0% 0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0%

男性

40代

未婚者

子どもがいない

介護をしている

世帯年収600万円未満

個人年収600万円未満

最終学歴:中学・高等学校

健康ではない

毎日喫煙している

毎日飲酒していない

ギャンブルにはまっている

睡眠時間5時間未満

他者への思いやり意識が弱い

他者の生活水準に関心がない

これからの世の中に悲観的

自分の将来に自信が無い

せっかちな人

リスク選好型の人

居住地域への愛着が無い

ライフスタイル及び個人属性の割合（三大都市圏と地方圏の比較）

25注:太字の数値となっている項目は、地方圏と三大都市圏で統計的に有意な差がある項目である。

地方圏では「年収が低い人」、「学歴が低い人」、「リスク
選好型な人」等が多い
⇒地方圏の満足度が低い可能性

三大都市圏の方が多い 地方圏の方が多い

地方圏の属性 ― 三大都市圏の属性

満
足
度
が
低
い
項
目



人口移動について

26

人口移動の考え方 質問項目

 本調査における、移動者は「出身地域と、現在の居
住地域が異なる」人を対象としている。

 出身地域は、生まれてから15歳になるまでの間に
最も⾧い期間住んでいた地域である。

 今回の分析では、市町村別に出身地域と居住地
域が異なる人を対象としている。

①現在の居住地域
回答者の現在居住している地域について市町村別に質問する。

②出身地域

③転居理由
現在の居住地域に転居した理由として、最もあてはまるものを質問
する。

回答者の出身地域（生まれてから15歳になるまでの間に最も⾧い
期間住んでいた地域）について市町村別に質問する。

④転居への積極性

当時、現在の居住地域への転居に積極的だったかを質問する。

 自身又は家族の転勤
 家族の介護
 その他
 結婚、同棲

 転職

 就職、進学
 以前の居住地域の不満

 とても積極的だった
 やや消極的だった

 やや積極的だった
 とても消極的だった

出身
A地域

現住
A地域

出身
A地域

現住
A地域

出身
B地域

現住
A地域

B地域

移動者

地元住民

出身地に現在まで居住

出身地にUターン

出身地と異なる地域に現在居住



移動者の概略（移動の発着）

27

地方圏
三大都市圏

２５％

70%

…移動者全体に占める割合

…積極的に転居してきた人の割合

２８％

7５%

７％

６3%

２４％

7９%

計６５％

地方圏内々の移動者
三大都市圏から地方

圏にきた移動者

地方から三大都市圏
にきた移動者 三大都市圏内々の移動者

三大都市圏から地方
への移住者は移住者
全体の７％程度

7５%

４１％

計３５％

積極的な移動者割合
積極的な移動者割合

積極的な移動者割合
積極的な移動者割合

地方から三大都市圏
への移住者は移住者
全体の24％程度

 「移動者」は現在の居住地と出身地が異なる人。移動者以外を「地元住民」と
している。

 全国平均でみると、地域住民のうち移動者の割合は約55%を占めている。

 地域別にみると、移動者の割合は三大都市圏で50%以上を占めており、地方
圏では50%未満と少ない傾向がある。

移住者全体を１００％とした場合の移住者の状況

三大都市圏から地方圏への積極的な移動者は、
全移住者の約4.4%、全国民の約2.4％

地方圏から三大都市圏への積極的な移動者
は、全移住者の約19%、全国民の約10％



積極的にやってきた移動者が、満足度を押し上げる

28

②移動者のうち、積極的に転居してきた人の生活満足度①移動者と地元住民の生活満足度

3.44 

3.30 

3.0

3.1

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

よそ者 地元住民

n=28,181（住民の約55%） n=23,381（住民の約45%）

生
活

満
足

度

全
国
平
均

3.54

3.14

3.0

3.1

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

積極的に来たよそ者 消極的に来たよそ者

n=21,272（よそ者の約75%） n=6,909（よそ者の約25%）

生
活

満
足

度

積極的に転居してきた人ほ
ど、満足度が高い

地
元
住
民
平
均

移動者の満足度は地元住民よりも高い

積極的な移動者 消極的な移動者移動者 地元住民

n=28,181(住民の55%) n=23,381(住民の45%) n=21,272(移動者の75%) n=6,909(移動者の25%)



満足度の高い移動者が、満足度が高い地域に集まる

地域別にみると、地元住民の満足度が高い地域ほど、移動者が積極的に転居して来る傾向（①）。
そのため、地元住民の満足度が高い地域ほど、移動者の満足度も高くなる傾向がある（②）。
したがって、地元住民の満足度が高い地域ほど、積極的な移動者が集中し、地域の満足度をさらに押し上げ

ると考えられる（大都市と地方の更なる格差拡大の可能性）。

29

②地元住民と移動者の満足度の関係①地元住民の満足度と積極的な移動者の割合の関係

地元住民の満足度が高い地域ほど、移動者の満足度が高くなる傾向がある地元住民の満足度が高い地域ほど、積極的な移動者が来ている

東京圏（業務地）

東京圏（住居地）

名古屋圏（業務地）

名古屋圏（住居地）

大阪圏（業務地）

大阪圏（住居地）

政令指定都市

中核市

小規模都市

田園都市

y = 0.36x - 0.45

（2.38）（6.76）

R² = 0.41

65%

70%

75%

80%

85%

3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

移
動

者
の

う
ち

、

積
極

的
に

移
動

し
た

人
の

割
合

地元住民の生活満足度

東京圏（業務地）

東京圏（住居地）

名古屋圏（業務地）

名古屋圏（住居地）

大阪圏（業務地）

大阪圏（住居地）

政令指定都市

中核市

小規模都市

田園都市

y = 0.51x + 1.76

（2.96）（3.10）

R² = 0.52

3.3

3.4

3.5

3.6

3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

移
動

者
の

生
活

満
足

度

地元住民の生活満足度



自動車

家具・家電

食料、衣服

装飾品

土地、住宅

旅行

スポーツ

芸術鑑賞
インターネット

外食

貯蓄

投資

治安

防災

ジェンダー平等

プライバシー
地域との関わり

貧困格差解消

子育て環境

健康・医療仕事のやりがい

働きやすさ

住宅の広さ

駅のアクセス
買物のアクセス

職場のアクセス
近隣の公園

下水道の普及

ごみの分別

自然の豊かさ

きれいな空気

良好な水質

-0.030

-0.020

-0.010

0.000

0.010

0.020

0.030

0.040

-0.30 -0.20 -0.10 0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50

20代30代の積極的な移動者と地元住民の満足度とニーズの差
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:経済

:社会

:環境

満足度の差分（積極的な移動者-地元住民）

ニ
ー

ズ
の

差
分

（
積

極
的

な
移

動
者

-地
元

住
民

）

職場のアクセス

スポーツ、旅行

子育て、健康・医療

移動者の満足度とニーズともに高い項目

移動者の満足度が高いが、ニーズは低い項目移動者の満足度、ニーズともに低い項目

移動者の満足度が低いが、ニーズが高い項目

中核市の住民の意向

大半の項目で移動者
の方が満足度が高い

移動者は三大都市圏から地方圏への移動者

移住によって満足度が
向上することをＰＲの
必要性

環境



自動車

家具・家電

食料、衣服

装飾品

土地、住宅

旅行

スポーツ

芸術鑑賞

インターネット

外食

貯蓄

投資

治安

防災

ジェンダー平等

プライバシー 地域との関わり

貧困格差解消
子育て環境

健康・医療

仕事のやりがい

働きやすさ

住宅の広さ

駅のアクセス

買物のアクセス
職場のアクセス

近隣の公園

下水道の普及
ごみの分別

自然の豊かさ

きれいな空気

良好な水質

-0.030

-0.020

-0.010

0.000

0.010

0.020

0.030

0.040

0.050

-0.10 -0.05 0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30 0.35 0.40

20代30代の積極的な移動者と地元住民の満足度とニーズの差
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:経済

:社会

:環境

満足度の差分（積極的な移動者-地元住民）

ニ
ー

ズ
の

差
分

（
積

極
的

な
移

動
者

-地
元

住
民

）

アクセス

環境

治安

移動者の満足度とニーズともに高い項目

移動者の満足度が高い
が、ニーズは低い項目

移動者の満足
度、ニーズともに
低い項目

移動者の満足度が低
いが、ニーズが高い項
目

小規模都市（人口5万以上）
の住民の意向

全ての項目で
移動者の方が
満足度が高い

スポーツ

移動者は三大都市圏から地方圏への移動者

移住によって満足度が
向上することをＰＲの
必要性



自動車

家具・家電

食料、衣服

装飾品

土地、住宅

旅行

スポーツ

芸術鑑賞

インターネット

外食

貯蓄

投資

治安

防災

ジェンダー平等

プライバシー
地域との関わり

貧困格差解消

子育て環境健康・医療

仕事のやりがい

働きやすさ

住宅の広さ

駅のアクセス 買物のアクセス

職場のアクセス

近隣の公園

下水道の普及

ごみの分別
自然の豊かさ

きれいな空気

良好な水質

-0.030

-0.020

-0.010

0.000

0.010

0.020

0.030

0.040

-0.30 -0.20 -0.10 0.00 0.10 0.20 0.30 0.40

20代30代の積極的な移動者と地元住民の満足度とニーズの差
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:経済

:社会

:環境

満足度の差分（積極的な移動者-地元住民）

ニ
ー

ズ
の

差
分

（
積

極
的

な
移

動
者

-地
元

住
民

）

アクセス

環境

下水道の普及

働きやすさ

移動者の満足度とニーズともに高い項目

移動者の満足度が高いが、ニーズは低い項目移動者の満足度、ニーズともに低い項目

移動者の満足度が低いが、ニーズが高い項目

小規模都市（人口5万未満）
の住民の意向

積極的な移動者の
方が満足度が低い
項目も存在する

余暇関係

移動者は三大都市圏から地方圏への移動者

地方圏への移動者を
減少させる可能性 環境や働きやすさ、

余暇関係の魅力をさ
らに向上させ、PRの
必要性



ご清聴ありがとうございました
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